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PPA事業による
再エネ電気の供給

公用車のEV化と
再エネ電気の充電

隣接する公共施設
内の電力共同利用

コンビニ店舗への太陽光
発電とEV充電器の設置

地域内の燃料車
⇒EV化の促進

再エネ電気
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再エネ電気
の契約

庁舎等

図書館等エネルギー
需要の大きい施設

避難所

病院

避難所

EVの蓄電池に
よる非常時の給電

農地や鶏舎周辺での営
農型太陽光発電の活用

住宅への太陽光発電と
余剰電力の地域活用
また、ZEH住宅の新築

再エネによる電力消費の
低減、非常時の電源確保

事業用太陽光発電
の地域での活用

工場・事業所への
太陽光、蓄電池の導入

公共建築物のZEB化
省エネ設備導入

ソーラーカー
ポート+EV充電

上下水道施設や遊休地
での太陽光発電の活用

再エネ電気
の活用
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